New Methods of Transportation Costing in U.S.A. by 西澤 脩
29  
早福田藩学弟31ヰ・315合併号  
昭 和 61 年 2 月  
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はじめに 米国物流管理協議会（NationalCouncilof PhysicalDistribution  
Management〈1986年からCouncilofLogisticsManagementと改称〉）と米  
国会計人協会（NationalAssociation of Accountants）は，米国における輸  
送会計の実態を調査した結果を集約し，1983年に“TransportationAccount－  
ing＆Control”（以T，TAC と略称する）を公刊した。本書を訳出したの  
が，拙訳書『輸送費の会計と管理』（税務研究会，昭和59年11月刊）である。  
両書の内容に関しては，既に「予算と標準による輸送費の管理」（『企業会計』  
中央経済社，昭和59年6月号，12～22貢）及び「米国における社内運賃決定の  
現状」（『物流レビュー』日本物的流通協会，昭和59年6月号，26～29貢）によ  
って論評が加えられている。本稿では，両署のうち輸送原価計算を主題とし，  
米国における最新の技法とその実態を解明してみよう。  
1 輸送原価計算の定義と目的  
輸送費の実態を把撞し，輸送費の管理を推進するためには，その基礎として  
輸送原価計算を実施することが不可欠である。TACは，輸送原価計算（tranS－  
POrtation costing）に関しては，「COSt determinationとCOStallocationは，  
密接な関連を有する概念であって，混同されることも多い」と指摘し，両者を  
識別することを求めている（TAC，p．77）。しかし，COSt determination（原  
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価算定）とCOStallocation（原価配賦）の概念及び相違点は，必ずしも明確  
ではない。そこで，両者の意義を検索してみると，次の概念競制を見出すこと  
ができる。  
①「原価算定とほ，特定の輸送サービスを提供する費用を識別することであ   
る」（TAC，p．77）  
②「配賦とほ，会計上の対応原則に準拠して原価計算対象に共通費を組織的に   
割り当てる技法である」（TAC，『用語定義集』p．87）   
TACの『用語定義集』によれば，「原価を集計し測定すべき対象とされる  
製品，活動，組織部門又ほサービス」が，原価計算対象（COSt Objective）で  
あり，この「原価計算対象に原価を配賦するため．に使周される活動測定尺度  
（例えば，克行距離等）」が配賦基準（allocation base）である。またその際  
配賦の対象とされる原価が共通費（COmmOn COSt）で，「多数の異なった製品  
叉ほサービスを製造叉ほ提供するために発生する原価」がこれに当たる（TAC，  
p．189，p、187＆p．188）。   
要するに，共通費を一定の基準によって複数の原価計算対象に配分すること  
を，原価配賦と称していることが知られる。この定義によれば，個別費を単⊥  
の原価計算対象に直接賦課することを，原価算定と解しているものといえる。 
TACは「特定の原価計算対象に直接賦課しうる費用」を直接費と呼んでいる  
から，この直接費を単一の原価計算対象に直痘賦課することが，原価算定であ  
る。なお，直接費に対応する概念は間接費であり，また個別費に対応する概念  
は共通費であるから，直接費と共通費を対応させることは厳密にいえば，適正  
ではない。最終の原価計算対象を基準とすると，直接費と間接費に分類し，ま  
た間接費を中間の原価計算対象を基準として個別費と共通費に分類するのが通  
例であるから，上記の「共通費」は間接費と読み替えることが望ましい。   
それ故，最終の原価計算対象を基準として原価を直接費と間接費に大別し，  
直接費を最終の特定の原価計算対象に直接賦課するのが，原価算定（COSt  
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第1図 輸送原価計算の2領域  
Ⅰ輸送衰車走囁ト〈直接放課〉－－－β   
匝如－－－く配庶〉∠ーーーーー・㊥   
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determination）であり，間接費を関連する韮つかの原価計算対象に一定の基  
準によって配分するのが，原価配賦（COStallocation）であるとの結論となる。   
これらの概念規制を輸送費に適用してみよう。輸送原価計算には，輸送費算  
定と輸送費配賦の領域があり，直接輸送費を特定の輸送原価計算対象に直接賦  
課するのが，輸送費算定であり，間接輸送費を関連する幾つかの輸送原価計算  
対象に一定の基準によって配分するのが，輸送費配賦であると定義することが  
できる（第1図参照）。   
輸送原価計算においては，輸送原価計算対象として，出荷製品か，当該出荷  
製品の関係者（例えば，購入先，顧客又は会社単位）か，又はその両者がとら  
れる。例えば，2つの異種製品を一括して出荷する費用は，各製品を原価計算  
対象とすれば間接費となるが，出荷全体を原価計算対象とすれば直接費とな  
る。直接費となる場合には輸送費算定が行なわれ，間接費となる場合には輸送  
費配賦が行なわれるのであって，その全体系が輸送原価計算なのである。   
このような輸送原価計算は，TACによれば次の5日的に役立つ（TAC，pP・  
78～79を準用）。  
① 輸送費予算の編成   
輸送費予算（tranSpOrtation cost budget）は，単位輸送費予算に予算操業  
度を乗じて編成される。例えば，自家用車の燃料費予算は，1キロ当たりの燃  
料費予算に予算走行キロを乗じて編成される。この場合，単位輸送費予算は，  
前期の単位輸送費実績（稔輸送費÷輸送操業度）を輸送原価計算によって把握  
し，それに次期の変動予測を加味して設定する。  
763   
早稲田商学第314・315合併号  32   
② 社内振替価格の決定   
物流部が販売部や製造部等に輸送サービスを提供する場合には，社内振替価  
格（transferprice）によって，物流部に社内受取運賃を計上すると共に，製  
造部や販売部に社内支払運賃を計上する。この社内振替価格を原価加算利益法  
で算出するにほ，物流原価計算によって所要の輸送費を計算することが，その  
前提となる。  
③ 責任会計   
「原価の消費，資産の取得又は収益の獲得について主たる権限を有している  
組織部門において，収益，原価，資産等を集計し測定するための会計過程」が  
責任会計（responsibilityaccounting）である（TAC，p．192）。輸送責任会  
計でほ各輸送部門毎に輸送費を測定し計上しなければならず，このために輸送  
原価計算が実施される。  
④ 収益性分析   
出荷別，製品別，顧客別，ターミナル別，輸送経路別，はてほ部門別，工場  
別，事業部別に収益性分析（profitability analysis）を実施するにほ，輸送原  
価計算によって当該セグメソト別の輸送費を算定することが，その基礎とな  
る。その際，固定費と変動費を分解しておくと，固定費を補償し，損益分岐点  
を達成するのに必要な操業度を算出することも可能となる。  
⑤ 配送計画の設定   
輸送原価計算ほ，配送計画の設定（distributionplanning）にも不可欠であ  
る。その際，輸送疎開を選定したり，自家用車の利用範囲を決定したり，配送  
区域を決めるのに，輸送費データが必要となる。  
2 輸送原価計算の段階と方式  
前述の目的を達成するために，どのように輸送原価計算を実施すべきであろ  
うか。その主要段階を図示してみると，第2図のとおりである。TAC に準拠  
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第2図 輸送原価計算の主要．段階  
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して（TAC，PP．80～90），主要段階の原価計算方式を論及してみると，以下  
のとおりである。  
（1）輸送原価計算ニーズの明示   
「異なる目的には異なる原価を」（〟Di茸erent Costsfor Different Pur－  
poses’’）とほ，『問軽費経済学』の著者クラークの名言である（J．M．Clark，  
“TheEconomicsof OverheadCosts，”1923）。異なる原価計算目的には相  
異なる原価概念及び原価計算方式を適用すべきことほ，近代原価計算の真髄で  
ある。輸送原価計算の場合も，その例外ではない。前述のように，輸送原価計  
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算には，輸送予算編成，社内振替価格決定，責任会計，収益性分析，配送計画  
設定の5目的があるから，このうちどの目的のためた輸送原価計算を実施する  
のか，そのニーズをまず決定することが大前提となる。何れの場合でも，営業  
輸送か自家輸送か，また入荷輸送か施設間輸送か出荷輸送かによって，原価計  
算の方法や手続は大幅に相違する。さらに同じ目的でも，出荷別か製品別か顧  
客別か経路別等かによって，輸送費分額の基準や程度が相違するから，これら  
を特定する必要がある。  
（2）輸送費データの識別と集計   
輸送原価計算ニーズから，必要とする輸送費データを識別し，これを集計す  
る。輸送原価計算制度におけるデータ源としては，運賃請求書，荷環証券，自  
家輸送日誌，注文書・送り状及び転送書類，運賃率及び走行距離表，購入先及  
び顧客ファイル，予測データ（TAC，pp．164」167）及び各種財務諸表がある  
から，例えばこれから次の輸送費データを入手する（TAC，Pp．80～81）。  
①営業車の場合……本線走行料金及び特殊サービス料金（例えば，迂回輸送，   
転送，留置，滞奉船及び通し輸送優待制等の付帯料金）の実際輸送費又は公   
表（協定）料金  
②自家用車の場合……保守象 ターミナル費，運行費等   
輸送原価計算にあたっては，これらの輸送費デタ一要素は，1つ又は2つ以  
上の蔵能別輸送費に配分される。ここに機能別輸送費（functionalcost）とは，  
「類似した発生原因か類似した原価態様別に輸送費要素を理論的に分類したも  
の」である（TAC，p．81）。   
（3）詳細輸送費の故能別配賦   
詳細輸送費というのは，輸送費データ要素のことであって，財務会計上の勘  
定科目別の所要輸送費がこれに該当する。このような分頸は，性質別又は要素  
別分類（naturalclassification）と称することができる。性質別輸送費を畿能  
別に配賦するには，マトリックス表（第2表参照）を作成し，縦軸に性質別分   
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第3図 輸送原価計算の実施段階  
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類，横軸に磯能刷分類をとり，財務会計から入手した性質別輸送費を各磯能に  
賦課又は配賦するのが有効である。これが続能別計算である（第3図参照）。  
（4）翰琴費配賦基準の選定 
冬機能別に配賦された性質別輸送費は，さらに最終の原価計算対象に再配賦  
されるが，この場合の主要な問題は，いかなる配賦基準を選定するかにある。  
TACによれば，一般的配賦基準としては，走行距離，積載量，出荷量，総輸  
送重量，総輸送容積や，それらを併用した‘‘トン・マイル”や‘‘100ポンド●  
マイ′レI，（わが国では，トン・キロがこれに相当する）等があり，出荷費の製  
品別配賦濫当っては，第1衰の配賦基準が使用されている（TAC，p・83）o   
これらの配賦基準の選定にあたっては，物理的関連性を観察する物理的関連  
性分析法や，輸送業務に関する知識に基づいて論理的に関達性を求める論理的  
関連性分析法もあるが，回帰分析を用いる統計的関連性分析法が最善である。  
そのほか，関係者間の合意に基づいて決めてしまう盗意的分析法もあるが，こ  
れは撞力使用を差し控えるべきである。  
（5）基本的な輸送費配賦法   
かくして把握された機能別輸送費ほ，最終の原価計算対象に再配賦される。  
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第1表 米国における配賦基準の使用実態  
（出荷費の製品別配賦の場合）  
出荷費の配賦基準   ∃ 使用割合                        J  
輸  送  重  量  
輸  送  容  積  
輸送重量及び輸送容積  
製  品  価  額  
そ  の  他   
合  計  
これをセグメント別計算と称することにする。輸送費のセグメント別計算にお  
いては，セグメントとして，積荷（loads），出荷（Shipments）及び製品（PrOd－  
ucts）が使用されることを明らかにし，次の2段階を指摘したことほ，TAC  
の最も大きな成果の1つであった（TAC，pp．84～88）。  
第1段階 積荷別輸送原価計算…・▲‥鶴能別輸送費を各積荷に配賦し，当該積荷   
の絶輸送費を算定する（第3図参照）。   
枚能別輸送費を各積荷に配賦する際の配賦基準としては，次の3老が使用さ  
れていることが判明した。  
①走行時間……走行時間に関連のある特定の輸送費ほ，平均実際時間で配賦す   
る。この平埼実際時間には，空事・実車時間のほか，積込み・取卸し時間を   
含み，走行時間当りの一定額は，走行時問費の総額を走行距離帯別の平均走   
行時間で険して算定する。  
②積載回数…… 積載回数に関連のある特定の輸送費は，積載→回につき一定額   
を配賦する。この際使用する一定額は，季節変動を避けるため，年間の税能   
別輸送費の総額を，当該期間中の総環載回数で険して求める。  
③走行距離……走行距掛こ関連のある特定の輸送費は，走行距離で配賦する。   
この走行距離には，実事距離と空事距離の双方を含み，走行距離当りの一定額   
は，走行距離費を総平均距離か主要輸送経路別の平均距産で除して算定する。  
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第2段階 出荷別・製品別輸送原価計算……当該環荷の絵輸送費を出荷毎に配   
賦するか，製品毎に配昧するか，又ほその両配賦を併用する（第3図参照）。  
① 出荷別輸送原価計算   
出荷別計算で使用する配賦基準としては，出荷別の走行距離や輸送重量のよ  
うな記述的配賦基準が使用される。その典型例は，出荷別のトン・キロである。  
② 製品別輸送原価計算   
製品別計算でも配賦基準として，トン・キロが使用されるが，製品別のトン  
・キロが用いられる点が，出荷別計算の場合と相違している。  
（6）原価態様別の輸送費集計   
原価態様（COStbehavior）とほり「操業度又は活動水準の増減に応じて，特  
定の原価が変動する状態」のことであって（TAC，p■189），放鰭別輸送費は  
次のように分験される。  
①変動費一定期変動費，長期変動費  
②固定費   
このように原価態様別に輸送費を分類し集計すると，限界原価による価格決  
定や原価・操業度・利益関係分析（CVP分析）や変動予算の編成及び差異分  
析等の管理データが入手できるようになる。  
（7）輸送費の報告   
以上の輸送原価計算を実施すると，次の輸送費情報を記哉した輸送費報告書  
（transportationcostreports）を作成し，提供することが可能となる。  
①銭能別，出荷別，積荷別，製品別等の輸送費  
②顧客別，地域別，輸送経路別等の輸送費  
3 輸送原価計算の実践モデル  
輸送原価計算ほ，製造原価計算とは全くその内容が相違するので，以上の理  
論モデルだけではその実情を理解することが困難である。そこで，TACの示  
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第2表 輸送費の威儀別配賦マトリックス表  
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給料一役員  
及び監督者  
分  
統括勘定  
役員給料  
部課長給料  
???????
??
?】?．．．．??????
??????
い13憎墓董孟宗  
給 料 及  
び 賃 金  
?????? ??????????
給料・賃金  
運転手賃金  
貨物取扱者  
賃   金  
施設保守係  
賃   金  
その他の  
労 務 費  
????????
?????????
?????????
?????
????
す事例を準用して，自家輸送における実践モデルを紹介してみると，以下のと  
おりである（TAC，PP．81～88の原資料を日本向桝こアレシジし，筆者の理解  
により明確化を因ってある）。  
（1）性質別輸送原価計算   
財務会計で現在使用中の勘定番号及び勘定科目別に，自家トラック輸送に直  
接又は間接に消費された金額を集計する。その一部を示してみると，第2真の  
誰欄のとおりである。  
（2）磯能別輸送原価計算   
自家用車費の磯能別輸送費分額として，運転手の賃金及び付帯賃金，燃料費  
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及びオイル代，金利・設備の減価償却費及びリース料，一般管理費，トラクタ  
ー保守費，トレーラー保守費，施設費，タイヤ・チューブ費，発送費，その他  
の運行費，保険料及び事故処理費を識別した場合を示してみよう。この時ほ，  
第2表のような輸送費の磯能別配賦マトリックス表を作成し，縦欄に性質別分  
類を，横欄に機能別分類を記載する。縦横欄の該当個所に標準配賦割合を記載  
しておくと，性質別輸送費総額を当該比率で配賦することによって，自動的に  
飯能別輸送費を算出することができる。  
（3）積荷別輸送原価計算   
故能別輸送費を積荷に配賦するため転ほ，機能別輸送費を，次のように走行  
時間関連費と積載回数関連費と走行距離関連費に大別する。  
①走行時間関連費……運転手の賃金及び付帯賃金，金利・設備の減価償却費及   
びリース料，施設費  
②積載回数関連費……一 般管理費，発送費，その他の運行費  
③走行距離関連費…… 燃料費及びオイル代，リース料，トラッククー保守費，  
トレーラー保守費，タイヤ・チャーブ費，保険料及び事故処理費   
もちろん，走行時間関連費ほ走行時問（平均実際時間）で，積載回数関連費  
は積載回数（年間総回数）で，また連行距離関連費は走行距離（稔平均距離又  
ほ主要輸送経路別の平均距離）でそれぞれ配賦する。  
k）出荷別輸送原価計算   
積荷別計算に基づいて出荷別計算及び製品別計算を行なう。これを例示する  
ため，第3表のような仮設例を定める。ここでは，草産出発後，倉庫で自家ト  
ラックに満載した10種類の製品をA，B，C，D，E，Fの6店に配送し，最  
後に車庫まで戻る場合が例示してある。出荷番号順に発砲である倉庫から各店  
までの輸送距離と，各店に配送する製品について製品コード別の出荷重量とそ  
の絵畳も，付記してある。‘当表から，例えば，出荷番号尊1でほ，A店まで製  
品コードNo．1を20トン，No，3を30トン，Nb．5を40トン，合計90トンの  
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発地から  
の足巨路  
製品コード（軋1～10）別の出荷重量（t）  
（叫 巨畑中中西・中西6中小・8き軋9i札10j  
???
???
???（????
?????? ????????????
?? ???????????
第4表 出荷別輸送原価計算表  
出荷別  
輸送費  配送距離  出荷重量  トン′・キロ  
血  と   t●血 ％  
①     ②  ぎ③＝①×②  ④構成比率  
???????????????????? ??（?（????????????????
7      80．50  
12 ／ 138．00  
16     184．00   
3 ‘  34．50  
90  4，500  
80  8，000  
70 10，000  
10 J 2，000  
437．00  
276．00  
24，500  
15，000  
100 き⑤1，150．00  
製品を50キロメートル配送することが知られる。   
琵荷別計算によって，当該積荷の総積荷費が1，150千円であることが知られ  
れば，これらを出荷別のトン・キロの構成比率で各出荷先に配賦する。このた  
め，第4表が作成される。当蓑においては，配送距離に出荷重量を乗じて出荷  
別のトン・キロを求め，その構成比率を総出荷費に乗じて，出荷番号別の出荷  
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別輸送費を計算している。  
（5）製品別輸送原価計算   
製品別計算では，当該積荷の総積荷費1，150千円を製品別のトソ・キロの構  
成比率で各製品に配賦する。このため，まず第5表のように，出荷番号別妃し  
かも製品コード別に出荷トン・キロを算出する。次に第6表により，これらを  
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製品別輸送費  出荷重量 トン・キロ  
【  
t  I t・血  ％  千円  
符号償  ②     ③  喜（彰構成比率  
57．50  
207．00  
23．00  
115．00  
103．50  
253．00   
92．00   
34．50   
57．50  
207．00  
??????????????????????????????????（?????????????
3，000  
11，500  
1，500  
6，500  
5，500  
14，000  
5，000  
2，000  
3，000  
12，500  
No． 1  
抽． 2  
♪わ． 3  
No． ヰ  
♪わ． 5  
No． 6  
知． 7  
Nb． ■8  
Iわ． 9  
）わ．10  
⑤1，150．00  合  計  
（注）算5表より続く。   
製品コード別に集約したうえ，製品別トン・キロの構成比率を求め志。   
このような出荷別・製品別原価計算を実施する場合にほ，次のような2つの  
特殊問題が発生する。  
① 空事走行費の配賦法   
第3麦の仮設例においては，車庫から倉庫までと，F店から車庫までほ空事  
で走行する。この間で発生するのが，空車走行費（empty miles cost）であ  
り，前者を前回送費，後者を後回送費と称する。TACによれば，これらの空  
事走行費の処理法には，次の4法がある（TAC，p．89）。  
①後回送費配賦法（post－deadhead）……積荷の配達後に発生する空事走行費   
の全額を，当初の実車往路輸送費に配賦する。  
②前回送費配賦法（pre－deadhead）・・・…集荷前に発生する空車走行費の全額を，  
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当該積荷に配賦する。  
③前後回送費配賦法（COmbination）……後回送費と前回送費の半額を，当該   
積荷に配賦する。  
④回送間接費配賦法（SyStemOVerheadcost）‥・・・・空事走行費を間接費又ほ管   
理費として取扱い，環荷1回当たりか走行1キロメートル当たりの一定額を   
基準として配賦する。このた軌空車走行費は，輸送サービスの全利用部門   
に均等に負担させられる。   
前回送費は，その全額を当該積荷に配賦して，後回送費は，その全額を当初の  
実車往路輸送費に配賦するのが通例であり，前例でもこの方式を使用Lている。  
② 容積・密度の勘酌法  
第3表の仮設例においては，各製品の出荷重量を一律にトン数で測定した。  
しかし，各製品に容積や密度に大幅な相違が存する時ほ，不平等が生じる。例  
えば，同じ紙製品でも，莫顔用ティシ′ユのような軽量で嵩張る商品と，タイプ  
用紙のような密度の高い製品を混載して出荷する場合にほ，トン・キロだけで  
輸送費を配賦すると，タイプ用紙は重いため不当に多額の輸送費が配賦されて  
しまう。   
この矛盾を解決する方法は，最適密度係数を使用することである。TACに  
よれば，最適密度係数（OPtimum densityfactor）とは，「荷台及び重量の容  
量一杯まで当該車両を満載する場合の『1立方メートル当たりの重量』のこと  
であって，実際の積載量量か又は最高制限重量を，当該車両容積の立方メート  
ルで喜びって求める」のである（TAC，P．89を修正）。   
すなわち，満車輸送する際の実際贋載重量を，当該車両の立方メートルで割  
って，1立方メートル当たりの重量を求め，この最適密度係数によって原価調  
整を加えるのである。   
以上のような輸送原価計算を実施することによって，輸送費を管理し低減す  
るための貴重な輸送費情報を入手することが可能となる。  
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